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１． 自己資本の内容 

（１） 自己資本調達手段の概要 
 

自己資本調達手段（平成21年3月末） 

自己資本調達手段 概要 

普通株式（56.5百万株） 完全議決権株式 

優先株式（0.9百万株） 非参加型、非累積型 

期限付劣後債務  

 劣後特約付社債（2,700百万円） 証券会社１社が引き受け 

 劣後特約付借入金（11,020百万円） 生損保会社等7社より調達 

※ 劣後特約付借入金の一部（6,000百万円）を平成20年9月末で返済しております。 

 

（２） 自己資本の充実度に関する評価方法の概要 

当行では、Ｔier1を原資として各リスクカテゴリーに配賦した資本（リスク資本）の範囲内に計量化された

リスク量が収まっていることをモニタリングし、自己資本の充実度を評価する体制としております。 

また、配賦した資本に対する利益率を内部管理上の収益指標に活用することにより、健全性の確保とリスク

に見合った収益の獲得を目指しております。 

その他、自己資本の充実度に関する評価基準として、次の基準を採用しております。 

・ 自己資本比率 

・ Ｔier1比率 

・ オペレーショナルリスクに対する所要自己資本の額 

 

２． 信用リスクに関する事項 
（１） リスク管理の方針及び手続きの概要 

信用リスクは、取引先の倒産や業況悪化を原因として、貸出金の元本や利息の回収が困難となり、銀行が損

失を被るリスクです。信用リスクの管理方針等は以下のとおりです。 

① 信用リスク管理の基本方針 

当行では、「信用リスク管理規程」を制定し、当行関連会社が有する与信等も含めてリスクの分散・軽減

とリスク・リターン管理を実施することを通じ、資産の健全性を維持し効率的な配分・運用を図っておりま

す。また、最適な与信ポートフォリオの構築をめざすとともに、「信用格付」、「自己査定」を通じた信用供

与にかかるリスクを客観的かつ計量的に把握する「信用リスクの計量化」に取り組んでおります。なお、計

測した信用リスク量については、与信統括部にて取りまとめ、信用リスク小委員会での協議を経て、リスク

管理委員会ならびに常務会への報告を行っております。 

② 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている「資産償却・引当基準」にもとづき、以下のとおり計上しておりま

す。破産、（特別）清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に

ある債務者の債権については、債権額から担保の処分見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる先の債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権

については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における貸倒実績から算出した予想損失率等に基づき

計上しております。 

全ての債権は、「資産自己査定基準」に基づき営業店において第一次査定を実施し、本部貸出承認部門にお

いて最終査定を実施した上で、営業関連部門から独立した監査部門が査定結果の適切性を検証しております。

その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
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（２） 標準的手法が適用されるポートフォリオについて 

リスク・ウェイトの判定においては、内部管理との整合を考慮し、また、特定の格付機関に偏らず、格付

の客観性を高めるためにも複数の格付機関等を利用することが適切との判断に基づき、次の格付機関を採用

しています。 

エクスポージャー区分 適格格付機関等の名称 
中央政府・中央銀行向け 
外国の公共部門 
地方公共団体 
政府関係基幹 
地方三公社 
金融機関・証券会社 
法人向け 
証券化商品 
出資・株式 
清算機関 
その他の資産 

株式会社格付情報センター（R&I） 
株式会社日本格付研究所（JCR） 
ﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾝｸ（Moody’s） 
ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌﾟｱｰｽﾞ･ﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（S&P） 

（注）債券については、国内取引はR＆IとJCR、国外取引はMoody’sとS&Pを使用しております。 

 
（３） 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要 

① 信用リスク削減手法 

当行では、自己資本比率の算出において、金融庁告示第十九号「銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀

行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適切であるかどうかを判断するための基準」（以

下、「告示」と表記）第八十条の規程に基づく「信用リスク管理手法」として「包括的手法」を適用してお

ります。信用リスク削減手法とは、当行が抱える信用リスクを軽減するための措置であり、担保、保証、貸

出金と預金との相殺、クレジット・デリバティブが該当します。 

② 方針および手続き 

エクスポージャーの信用リスクの削減手段として有効に認められる適格金融資産担保については、当行が

定める「不動産担保事務基準」および「自己資本比率算出基準」に基づいて評価及び管理を行っており、自

行預金、日本国政府又は我が国の地方公共団体が発行する円建て債券、上場会社の株式を適格金融資産担保

として取り扱っております。また、保証については、住宅金融支援機構や政府関係機関の保証ならびに我が

国の地方公共団体の保証が主体となっており、信用度の評価については、全て政府保証と同様と判定してお

ります。貸出金と自行預金の相殺にあたっては、債務者の担保（総合口座を含む）登録のない定期預金を対

象としております。 

③ 信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中 

同一業種へ偏ることなく、信用リスクは分散されております。 

 

（４）派生商品取引及び長期決算期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要 
当行の派生商品取引および長期決済期間取引にかかる取引相手の信用リスクに関しては、クレジットライン

を設定し管理を行っております。自己資本比率の計算では、派生商品取引の信用リスク量はカレント・エクス

ポージャー方式により算出しております。なお、当行では派生商品取引に係る保全や引当の算定は行っており

ません。 
 

３． 証券化エクスポージャーに関する事項 

（１） リスク管理の方針及び手続の概要 

① 取引の内容 

当行は平成１６年３月期、平成１７年３月期に住宅ローン債権を証券化しており、オリジネーターおよび

サービサーとして証券化取引に関与しております。 

② 取引に対する取組み方針 

当行は、新規の証券化または再証券化の予定はございません。 

③ 取引に係るリスクの内容 
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当行が保有する劣後受益権に関連し信用リスクならびに金利リスクを有しておりますが、これは貸出金や

有価証券等の取引より発生するものと基本的に変わるものではありません。 
 

④ 取引に係るリスク管理体制 

証券化取引の取組みに当たっては、リスク管理を重要不可欠の事項として認識しており、厳格なリスク管

理体制の構築に努めております。 
 
（２）信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称 

当行では証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額の算出には「標準的手法」を使用しております。

当行がオリジネーターとして保有する証券化商品については、告示附則第十五条(証券化エクスポージャーに関

する経過措置)を適用し、当該証券化エクスポージャーの原資産に対して新告示を適用した場合の信用リスク・

アセットの額と旧告示を適用した場合の信用リスク・アセットの額のうち、いずれか大きい額を上限としており

ます。 

 

（３）証券化取引に関する会計方針 

① 会計方針 

証券化取引の会計上処理につきましては、金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転したことによ

り金融資産の消滅を認識する売却処理を採用しております。 

② 資産売却の認識 

証券化取引における資産の売却は、証券化取引の委託者である当行が、アレンジャーに優先受益権を売却

した時点で認識しております。 

 

（４）証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称 

証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判断については、株式会社格付投資情報センター、

株式会社日本格付研究所、スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ、ムーディーズ・イン

ベスターズ・サービス・インクの適格格付機関４社を使用することとしております。 

なお、証券化エクスポージャーの種類による格付機関の使い分けは行っておりません。 

 

４． オペレーショナルリスクに関する事項 

（１） リスク管理の方針及び手続きの概要 

① オペレーショナルリスク管理体制 

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、

または外生的事象に起因して、当行が損失を被るリスクをいいます。当行では、オペレーショナルリスクを、

事務リスク、システムリスク、人材リスクに区分して管理しています。 

オペレーショナルリスクの管理のために「リスク管理委員会」の下部組織として「オペレーショナルリス

ク小委員会」を設置し、事務管理態勢、システム運営態勢、セキュリティ対策等々についてリスクの原因調

査や改善策の協議・検討を行っております。 

② オペレーショナルリスクの管理方針及び管理手続 

オペレーショナルリスクは、業務運営を行っていく上で可能な限り回避すべきリスクであり、適切なリス

ク管理を行うための組織体制および仕組を整備し、リスクの未然防止やリスクが顕在化した場合の影響極小

化に努めています。 

「事務リスク」については、「事務リスク管理基本方針」を定め、「事務リスク管理規程」に基づき管理を

行っております。具体的には、事務部が「事務管理・指導施策」を定め、各種諸施策、臨店事務指導、研修

等を実施しております。またリスクを把握し対応策を講じる手段として事務リスク情報の収集・分析を実施

し再発防止策の策定等を行っております。営業部店においても、自店検査による牽制機能の強化や勉強会に

よるリスクに対する認識や検証力の強化を図っております。 

「システムリスク」については、「セキュリティポリシー」にて方針を定め、「システムリスク管理規程」

に基づき管理を行っており、システム障害のような不測の事態に対応できる体制を構築しています。また、

システムリスク管理状況については、監査部のシステム監査により、その妥当性の検証を行っております。 



 4

 

（２） オペレーショナルリスク相当額の算出に使用する手法の名称 

自己資本比率規制上のオペレーショナルリスク相当額の算出にあたっては、告示に定める「基礎的手法」を採

用しております。 

 

５． 出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要 

経営方針に基づいて、市場関連リスク管理の重要性を十分認識し、リスクを総合的に把握し適切にコントロー

ルしながら安定的な収益を確保できる運営に取り組んでおります。 

投資金額については、先行きの金利や株式等の見通しに基づく期待収益率と、相場変動リスクおよび運用対象

間の相関関係を考慮した市場部門のリスク・リターンを検討し、常務会で決定しております。 

株式等の価格変動リスクの計測は、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）により行っております。信頼区間は

９９％、保有期間については、処分決定に要する期間等を反映し、政策投資株式は１２０日、純投資株式は６０

日として計測しております。半期毎に常務会において、自己資本や市場環境等を勘案してＶａＲによるリスク限

度額を決定し、その限度額を遵守しながら収益の獲得に努めております。 

株式等の評価については、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある

ものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについ

ては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。また、その他有価証券の評価差額について

は、全部純資産直入法により処理しております。 

株式等について、会計方針等を変更した場合は財務諸表等規則第８条の３に基づき、変更の理由や影響額につ

いて財務諸表の注記に記載しております。 

 

６． 銀行勘定における金利リスクに関する事項 

（１）リスク管理の方針 

当行では、「市場リスク管理規程」を制定し、経営方針に基づいて、市場リスク管理の重要性を十分認識し、

リスクを総合的に把握し適切にコントロールしながら安定的な収益を確保できる運営に取り組むことを基本方

針としています。具体的には、ＡＬＭ（Asset Liability Management）の手法を取り入れており、金利リスク、

為替リスク、価格変動リスク等のコントロールを実施しています。 

 

（２）リスク管理の手続 

市場リスクを適切にコントロールするため、半期ごとに常務会で、信用リスク及びオペレーショナル・リス

クを含めた銀行全体のリスク許容限度内で配分された配賦資本の範囲内で、各業務別のポジション枠（投資額

または保有額の上限）を決定しています。各部署は、このリスクリミットルールにもとづき、機動的かつ効率

的に市場取引を行い、毎月のＡＬＭ委員会や、都度の常務会等で報告・モニタリングを実施しております。こ

のように市場取引の多様化・複雑化に適切に対応するとともに、自己資本比率規制（バーゼルⅡ）に基づく、

アウトライヤー基準と呼ばれる金利リスクの限度管理に対処するため、バンキング勘定についても、将来の金

利変動に対する厳格なリスク管理を行っています。 

 

（３）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算出手法の概要 

現在、当行では市場取引のリスク量について、ＶａＲ（分散・共分散法）、ＢＰＶ法のほか、業務の特性や運

用方針に合った効果的・効率的な計測方法を組み合わせて活用しています。 

具体的には、以下の基本ルールに沿って、リスク管理方法の高度化・厳正化に取り組んでいます。 

リスクを計量化して把握・管理することが可能なリスクについては、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）、

ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）、１パーセンタイル・９９パーセンタイル値などを用いたリスク分析

によって計量化し、期待するリターンや当行の経営体力に見合うようコントロールしています。また、バック

テスティングやストレステストなどにより、計量化手法や管理方法の妥当性・有効性を検証し、リスク管理の

実効性を確保するとともに、計量化方法の高度化・精緻化に努めています。 
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７． 連結開示事項 自己資本調達手段の概要 
（１）告示第３条又は第２６条に規定する連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結グループ」

という。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和５１年大蔵省令第２８号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点 
 
連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下、「連結グループ」という。）に属する会社と連結

財務諸表規則に基づく連結の範囲に含まれる会社に相違点はありません。 
 

（２） 連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な事務の内容 
名称 主要な業務の内容 

関東リース 株式会社 リース業務 

関東信用保証 株式会社 信用保証業務 

関銀コンピュータサービス 株式会社 コンピュータシステムの開発、ソフトウエア開発、現金自動設備の監

視・管理業務 

かんぎん不動産調査 株式会社 担保不動産の調査及び評価、債権書類の管理保管 

関銀オフィスサービス 株式会社 事務集中業務受託、労働者派遣業務等 

関銀ビジネスサービス 株式会社 現金精査整理、集配金、印刷製本、用度品保管発送業務 

 
（３） 告示第９条又は第３２条が適用される金融業務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人

等の名称及び主要な業務の内容 
該当ありません。 
 

（４） 告示第８条第１項第２号イからハまで又は第３１条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象とな

る会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容 
該当ありません。 
 

（５） 銀行法第１６条の２第１項第１１号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの及び同項第１２号に掲げる

会社であって、連結グループに属していない会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容 
該当ありません。 
 

（６） 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要 
連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限はありません。 

 
（７） 告示第８条第１項第２号イからハまで又は第３１条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象とな

る会社のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称 
該当ありません。 
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II． 定量的な事項 
１． 自己資本の構成に関する事項 

【単体】 （単位：百万円、％）

項目 平成20年3月末 平成21年3月末 項目 平成20年3月末 平成21年3月末

( 自 己 資 本 )   
他の金融機関の資本調達手段の意図的

な保有相当額 
- - 

資 本 金 31,368 31,368
告示第41条第1項第3号に掲げるもの

及びこれに準ずるもの 
- - 

 うち非累積的永久優先株 - -
告示第41条第1項第4号及び第5号に

掲げるもの及びこれらに準ずるもの 
- - 

新 株 式 申 込 証 拠 金 - - 短期劣後債務及びこれに準ずるもの - - 

資 本 準 備 金 10,758 10,758

非同時決済取引に係る控除額及び信用リ

スク削減手法として用いる保証又はクレ

ジット･デリバティブの免責額に係る控除

額 

- - 

そ の 他 資 本 剰 余 金 - -
内部格付手法採用行において、期待損失額

が適格引当金を上回る額の50％相当額 
- - 

利 益 準 備 金 126 251 
PD/LGD方式の適用対象となる株式等エク

スポージャーの期待損失額 
- - 

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,067 △1,633 

基本的項目からの控除分を除く、自己資本

控除とされる証券化エクスポージャー及

び信用補完機能を持つI/ Oストリップス

（告示第247条を準用する場合を含む。） 

- - 

そ の 他 - - 控 除 項 目 不 算 入 額 ( △ ) - - 

自 己 株 式 ( △ ) 259 260 ( 控 除 項 目 )  計  （ Ｅ ） - - 

自 己 株 式 申 込 証 拠 金 - - 自己資本額( D ) - ( E )   （Ｆ） 65,205 55,819 

社 外 流 出 予 定 額 ( △ ) 627 -    

その他有価証券の評価差損(△) 3,311 -    

新 株 予 約 権 - -    

営 業 権 相 当 額 ( △ ) - -    

の れ ん 相 当 額 ( △ ) - -    

企業結合により計上される無形固定資

産相当額(△) 
- - ( リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 )   

証券化取引により増加した自己資本に

相当する額（△） 
3,287 2,839 資 産 ( オ ン ・ バ ラ ン ス ) 項 目 595,651 600,069 

内部格付手法採用行において、期待損

失額が適格引当金を上回る額の50％相

当額（△） 

- - オ フ ･ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 35,261 33,704 

※繰延税金資産の控除前の[基本的項

目]計(上記各項目の合計額) 
43,834 37,644 ﾏｰｹｯﾄ･リスク相当額を8%で除して得た額 - - 

※繰延税金資産の控除金額(△) - -
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･リスク相当額を8%で除して得

た額 
53,168 49,345 

[ 基 本 的 項 目 ] 計 ( Ａ ) 43,834 37,644 
旧所要自己資本の額に告示に定める率を

乗じて得た額が新所要自己資本の額を上

回る額に25.0を乗じて得た額 

- - 

 
うち告示第４０条第２項に掲

げるもの 
- - 合 計 （ Ｇ ） 684,080 683,119 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿

価 額 の 差 額 の 4 5 ％ 相 当 額 
503 497    

一 般 貸 倒 引 当 金 6,406 4,610    

内部格付手法採用行において、適格引

当金が期待損失額を上回る額 
- -    

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 16,592 13,408    

 
告示第41条第1項第3号に掲

げるもの 
- -    

 
告示第41条第1項第4号及び

第5号に掲げるもの 
16,592 13,408    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 ( △ ) 2,130 341    

[ 補 完 的 項 目 ] 計 ( Ｂ ) 21,370 18,175    

短 期 劣 後 債 務 - -    

準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 ( △ ) - -    

[ 準 補 完 的 項 目 ] 計 ( C ) - -
自己資本比率(国内基準) 

(F)/(G) 
9.53% 8.17% 

自己資本総額( A + B + C )  ( D ) 65,205 55,819 
参考：Tier1比率（国内基準) 

(A)/(G) 
6.40% 5.51% 
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【連結】 （単位：百万円、％）

項目 平成20年3月末 平成21年3月末 項目 平成20年3月末 平成21年3月末

（ 自 己 資 本 ）  
他の金融機関の資本調達手段の意図的な

保有相当額 
- - 

資 本 金 31,368 31,368
告示第29条第1項第3号に掲げるもの

及びこれに準ずるもの 
- - 

 うち非累積的永久優先株 - -
告示第29条第1項第4号及び第5号に

掲げるもの及びこれらに準ずるもの 
- - 

新 株 式 申 込 証 拠 金 - - 短期劣後債務及びこれに準ずるもの - - 

資 本 剰 余 金 10,758 10,758
告示第31条第1項第2号に規定する連結

の範囲に含まれないものに対する投資に

相当する額 

- - 

利 益 剰 余 金 9,802 △829

非同時決済取引に係る控除額及び信用リ

スク削減手法として用いる保証又はクレ

ジット･デリバティブの免責額に係る控除

額 

- - 

自 己 株 式 ( △ ) 259 260
内部格付手法採用行において、 

期待損失額が適格引当金を上回る額の

50％相当額 

- - 

自 己 株 式 申 込 証 拠 金 - -
PD/LGD方式の適用対象となる株式等エク

スポージャーの期待損失額 
- - 

社 外 流 出 予 定 額 ( △ ) 627 -

基本的項目からの控除分を除く、自己資本

控除とされる証券化エクスポージャー及

び信用補完機能を持つI/ Oストリップス

（告示第247条を準用する場合を含む。） 

- - 

その他有価証券の評価差損(△) 3,311 - 控 除 項 目 不 算 入 額 ( △ ) - - 

為 替 換 算 調 整 勘 定 - - ( 控 除 項 目 )  計  （ Ｅ ） - - 

新 株 予 約 権 - - 自己資本額( D ) - ( E )   （Ｆ） 66,084 56,634  

連結子法人等の少数株主持分 237 232    

 
うち海外特別目的会社の発行する

優先出資証券 
- -    

営 業 権 相 当 額 ( △ ) - -    

の れ ん 相 当 額 ( △ ) - -    

企業結合等により計上される無形固定資

産相当額(△) 
- - ( リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 )   

証券化取引により増加した自己資本に相

当する額（△） 
3,287 2,839 資 産 ( ｵ ﾝ ･ ﾊ ﾞ ﾗ ﾝ ｽ ) 項 目 600,777 605,013  

内部格付手法採用行において、期待損失額

が適格引当金を上回る額の 50％相当額

（△） 

- - ｵ ﾌ ･ ﾊ ﾞ ﾗ ﾝ ｽ 取 引 等 項 目 34,330 32,504  

※繰延税金資産の控除前の[基本的項目]

計(上記各項目の合計額) 
44,680 38,429 ﾏｰｹｯﾄ･ﾘｽｸ相当額を8%で除して得た額 - - 

※繰延税金資産の控除金額(△) - - ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額を8%で除して得た額 54,161 50,352  

[ 基 本 的 項 目 ] 計 ( A ) 44,680 38,429
旧所要自己資本の額に告示に定める率を

乗じて得た額が新所要自己資本の額を上

回る額に25.0を乗じて得た額 

- - 

 
うち告示第２８条第２項に掲げる

もの 
- - 合 計 （ Ｇ ） 689,268 687,869  

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価

額の差額の45%相当額 
503 497    

一 般 貸 倒 引 当 金 7,457 6,006    

内部格付手法採用行において、適格引当金

が期待損失額を上回る額 
- -    

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 16,592 13,408    

 
告示第29条第1項第3号に掲げる

もの 
- -    

 
告示第29条第1項第4号及び第5

号に掲げるもの 
16,592 13,408    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 ( △ ) 3,149 1,707    

[ 補 完 的 項 目 ] 計 ( B ) 21,403 18,205    

短 期 劣 後 債 務 - -    

準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 ( △ ) - -    

[ 準 補 完 的 項 目 ] 計 ( C ) - -
自 己 資 本 比 率 ( 国 内 基 準 ) 

(F)/(G) 
9.58% 8.23  

自 己 資 本 総 額 ( A + B + C )  ( D ) 66,084 56,634
参考：Tier1比率（国内基準) 

(A)/(G) 
6.48% 5.58  
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２． 自己資本の充実に関する事項 
（１） 信用リスクに対する所要自己資本の額 

① 資産項目 
【単体】 （単位：百万円）

項 目 平成20年3月末 平成21年3月末

1.現金 - - 

2.我が国の中央政府及び中央銀行向け - - 

3.外国の中央政府及び中央銀行向け 1 0 

4.国際決済銀行等向け - - 

5.我が国の地方公共団体向け - - 

6.外国の中央政府等以外の公共部門向け 5 3 

7.国際開発銀行向け 0 0 

8.地方公営企業等金融機構向け - - 

9.我が国の政府関係機関向け 12 20 

10.地方三公社向け - - 

11.金融機関及び証券会社向け 1,530 1,532 

12.法人等向け 10,394 10,556 

13.中小企業等向け及び個人向け 6,027 6,577 

14.抵当権付住宅ローン 1,169 987 

15.不動産取得等事業向け 573 628 

16.三月以上延滞等 312 218 

17.取立未済手形 0 0 

18.信用保証協会等による保証付 401 304 

19.株式会社産業再生機構による保証付 - - 

20.出資等 1,164 897 

21.上記以外 1,259 1,305 

22.証券化（オリジネーターの場合） 962 962 

23.証券化（オリジネーター以外の場合） 10 7 

24.複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資

産の把握が困難な資産 
- - 

合計 23,826 24,002 
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【連結】 （単位：百万円）

項 目 平成20年3月末 平成21年3月末

1.現金 - - 

2.我が国の中央政府及び中央銀行向け - - 

3.外国の中央政府及び中央銀行向け 1 0 

4.国際決済銀行等向け - - 

5.我が国の地方公共団体向け - - 

6.外国の中央政府等以外の公共部門向け 5 3 

7.国際開発銀行向け 0 0 

8.地方公営企業等金融機構向け - - 

9.我が国の政府関係機関向け 12 20 

10.地方三公社向け - - 

11.金融機関及び証券会社向け 1,533 1,548 

12.法人等向け 10,219 10,388 

13.中小企業等向け及び個人向け 6,027 6,577 

14.抵当権付住宅ローン 1,169 987 

15.不動産取得等事業向け 573 628 

16.三月以上延滞等 430 330 

17.取立未済手形 0 0 

18.信用保証協会等による保証付 401 304 

19.株式会社産業再生機構による保証付 - - 

20.出資等 1,139 873 

21.上記以外 1,542 1,567 

22.証券化（オリジネーターの場合） 962 962 

23.証券化（オリジネーター以外の場合） 10 7 

24.複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資

産の把握が困難な資産 
- - 

合計 24,031 24,200 

（注）当行は国内基準を採用しているため、所要自己資本の額は「信用リスク・アセットの額×４％」で計算しております。 
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② オフ･バランス項目 

【単体】 （単位：百万円）

項目 平成20年3月末 平成21年3月末

1.任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント - - 

2.原契約期間が1年以下のコミットメント 0 2 

3.短期の貿易関連偶発債務 0 0 

4.特定の取引に係る偶発債務 - - 

(うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） - - 

5.ＮＩＦ又はＲＵＦ - - 

6.原契約期間が1年超のコミットメント 9 12 

7.内部格付手法におけるコミットメント - - 

8.信用供与に直接的に代替する偶発債務 212 215 

(うち借入金の保証) 20 17 

(うち有価証券の保証) - - 

(うち手形引受) - - 

(うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約) - - 

(うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供) 80 80 

9.買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除後) - - 

 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除前) -  - 

 控除額(△) - - 

10.先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 16 10 

11.有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は有価証券の

買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 
353 407 

12.派生商品取引 5 9 

(1)外為関連取引 2 2 

(2)金利関連取引 1 1 

(3)金関連取引 - - 

(4)株式関連取引 1 5 

(5)貴金属(金を除く)関連取引 - - 

(6)その他のコモディティ関連取引 - - 

(7)クレジット・デリバティブ取引（カウンター・パーティー・リスク） 0 - 

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果(△) - - 

13.長期決済期間取引 - - 

14.未決済取引 - - 

15.証券化エクスポージャーに係る適格流動性補完及び適格なサービサー・キ

ャッシュ・アドバンス 
- - 

16.上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー 813 690 

合計 1,410 1,348 
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【連結】 （単位：百万円）

項目 平成20年3月末 平成21年3月末

1.任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント - - 

2.原契約期間が1年以下のコミットメント 0 2 

3.短期の貿易関連偶発債務 0 0 

4.特定の取引に係る偶発債務 - - 

(うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） - - 

5.ＮＩＦ又はＲＵＦ - - 

6.原契約期間が1年超のコミットメント 9 12 

7.内部格付手法におけるコミットメント - - 

8.信用供与に直接的に代替する偶発債務 212 215 

(うち借入金の保証) 20 17 

(うち有価証券の保証) - - 

(うち手形引受) - - 

(うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約) - - 

(うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供) 80 80 

9.買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除後) - - 

 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除前) - - 

 控除額(△) - - 

10.先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 16 10 

11.有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は有価証券の

買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 
297 352 

12.派生商品取引 5 9 

(1)外為関連取引 2 2 

(2)金利関連取引 1 1 

(3)金関連取引 - - 

(4)株式関連取引 1 5 

(5)貴金属(金を除く)関連取引 - - 

(6)その他のコモディティ関連取引 - - 

(7)クレジット・デリバティブ取引（カウンター・パーティー・リスク） 0 - 

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果(△) - - 

13.長期決済期間取引 - - 

14.未決済取引 - - 

15.証券化エクスポージャーに係る適格流動性補完及び適格なサービサー・キ

ャッシュ・アドバンス 
- - 

16.上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー 831 697 

合計 1,373 1,300 

（注）当行は国内基準を採用しているため、所要自己資本の額は「信用リスク・アセットの額×４％」で計算しております。 
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（２） オペレーショナルリスクに対する所要自己資本の額及びこのうち銀行が使用する次に掲げる手法ごとの額 
【単体】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末 

オペレーショナルリスクに対する所要自己資本額 4,253 3,947 

 うち基礎的指標手法 4,253 3,947 

 うち粗利益配分手法 - - 

 うち先進的計測手法 - - 

 
【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末 

オペレーショナルリスクに対する所要自己資本額 4,332 4,028 

 うち基礎的指標手法 4,332 4,028 

 うち粗利益配分手法 - - 

 うち先進的計測手法 - - 

 
３． 信用リスクに関する事項 
（１） 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高 

（地域別、業種別、残存期間別） 
【単体】 （単位：百万円）

平成20年3月末 

信用リスクエクスポージャー期末残高 
 

 

貸出金、コミットメ

ント及びその他のデ

リバティブ以外のオ

フ・バランス取引

債券 
デリバティ

ブ取引 

三月以上 

延滞エクス 

ポージャー 

 国内計 1,393,324 1,183,270 209,663 390 12,613

 国外計 13,469 5,840 7,629 - -

地域別合計 1,406,794 1,189,111 217,293 390 12,613

 製造業 77,074 74,576 2,497 - 1,877

 農業 8,643 8,643 - - 21

 林業 135 135 - - -

 漁業 127 127 - - 0

 鉱業 1,699 1,699 - - 22

 建設業 69,297 69,147 150 - 2,785

 電気・ガス・熱供給・水道業 18,152 1,405 16,746 - -

 情報通信業 5,089 5,089 - - 178

 運輸業 21,924 21,624 300 - 209

 卸・小売業 79,227 79,027 200 - 1,331

 金融・保険業 318,463 235,300 82,775 387  2

 不動産業 93,806 93,505 300 - 2,195

 各種サービス業 139,950 139,647 300 - 2,462

 国・地方公共団体 210,842 96,820 114,022 - -

 個人 228,171 228,171 - - 1,527

 その他 134,190 134,190 - 2 -

業種別合計 1,406,794 1,189,111 217,293 390 12,613

 １年以下 301,663 209,693 91,784 185 5,033

 １年超３年以下 166,157 83,876 82,280 - 1,169

 ３年超５年以下 107,082 91,916 15,131 35 1,221

 ５年超７年以下 110,105 99,486 10,619 - 1,058

 ７年超10年以下 128,660 119,609 8,951 99 1,342

 10年超及び期限の定めのないもの 593,124 584,528 8,525 70 2,787

残存期間別合計 1,406,794 1,189,111 217,293 390 12,613
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 （単位：百万円）

平成21年3月末 

信用リスクエクスポージャー期末残高 
 

 

貸出金、コミットメ

ント及びその他のデ

リバティブ以外のオ

フ・バランス取引

債券 
デリバティ

ブ取引 

三月以上 

延滞エクス 

ポージャー 

 国内計 1,360,075 1,184,124 175,689 261 13,745

 国外計 29,959 2,012 27,947 - -

地域別合計 1,390,035 1,186,136 203,637 261 13,745

 製造業 102,872 96,195 6,676 0 949

 農業 7,933 7,933 - - 29

 林業 136 136 - - -

 漁業 165 165 - - 0

 鉱業 1,676 1,676 - - 24

 建設業 62,107 61,857 250 - 1,776

 電気・ガス・熱供給・水道業 14,513 2,906 11,607 - -

 情報通信業 5,702 5,302 400 - 201

 運輸業 30,154 26,175 3,979 - 948

 卸・小売業 80,205 79,005 1,199 0 1,487

 金融・保険業 294,888 202,342 92,285 261 0

 不動産業 109,573 108,620 953 - 2,519

 各種サービス業 143,834 142,898 935 - 4,030

 国・地方公共団体 192,268 106,918 85,350 - -

 個人 216,383 216,383 - - 1,776

 その他 127,617 127,617 - - -

業種別合計 1,390,035 1,186,136 203,637 261  13,745 

 １年以下 303,586 198,459 105,080 46  6,132 

 １年超３年以下 120,440 73,624 46,815 - 1,013

 ３年超５年以下 156,388 126,687 29,656 45 1,017

 ５年超７年以下 102,252 99,903 2,349 - 1,051

 ７年超10年以下 107,228 95,265 11,793 169 786

 10年超及び期限の定めのないもの 600,139 592,196 7,943 - 3,742

残存期間別合計 1,390,035 1,186,136 203,637 261  13,745 
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【連結】 （単位：百万円）

平成20年3月末 

信用リスクエクスポージャー期末残高 
 

 

貸出金、コミットメ

ント及びその他のデ

リバティブ以外のオ

フ・バランス取引

債券 
デリバティ

ブ取引 

三月以上 

延滞エクス 

ポージャー 

 国内計 1,398,163 1,188,109 209,663 390 14,586

 国外計 13,469 5,840 7,629 - -

地域別合計 1,411,632 1,193,949 217,293 390 14,586

 製造業 77,074 74,576 2,497 - 1,877

 農業 8,643 8,643 - - 21

 林業 135 135 - - -

 漁業 127 127 - - 0

 鉱業 1,699 1,699 - - 22

 建設業 69,297 69,147 150 - 2,785

 電気・ガス・熱供給・水道業 18,152 1,405 16,746 - -

 情報通信業 5,089 5,089 - - 178

 運輸業 21,924 21,624 300 - 209

 卸・小売業 79,227 79,027 200 - 1,331

 金融・保険業 320,561 237,398 82,775 387 2

 不動産業 93,806 93,505 300 - 2,195

 各種サービス業 133,067 132,765 300 - 2,462

 国・地方公共団体 210,842 96,820 114,022 - -

 個人 228,171 228,171 - - 3,500

 その他 143,813 143,813 - 2 -

業種別合計 1,411,632 1,193,949 217,293 390 14,586

 １年以下 301,540 209,570 91,784 185 5,033

 １年超３年以下 164,438 82,157 82,280 - 1,169

 ３年超５年以下 106,106 90,940 15,131 35 1,221

 ５年超７年以下 110,105 99,486 10,619 - 1,058

 ７年超10年以下 128,660 119,609 8,951 99 1,342

 10年超及び期限の定めのないもの 600,780 592,184 8,525 70 4,760

残存期間別合計 1,411,632 1,193,949 217,293 390 14,586
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 （単位：百万円）

平成21年3月末 

信用リスクエクスポージャー期末残高 
 

 

貸出金、コミットメ

ント及びその他のデ

リバティブ以外のオ

フ・バランス取引

債券 
デリバティ

ブ取引 

三月以上 

延滞エクス 

ポージャー 

 国内計 1,366,335 1,189,880 176,193 261  15,610 

 国外計 29,959 2,012 27,947 - -

地域別合計 1,396,294 1,191,892 204,141 261  15,610 

 製造業 102,872 96,195 6,676 0  949 

 農業 7,933 7,933 - - 29

 林業 136 136 - - -

 漁業 165 165 - - 0 

 鉱業 1,676 1,676 - - 24 

 建設業 62,107 61,857 250 - 1,776 

 電気・ガス・熱供給・水道業 14,513 2,906 11,607 - -

 情報通信業 5,702 5,302 400 - 201 

 運輸業 30,154 26,175 3,979 - 948 

 卸・小売業 80,205 79,005 1,199 0  1,487 

 金融・保険業 298,623 206,077 92,285 261  0 

 不動産業 109,573 108,620 953 - 2,519 

 各種サービス業 137,169 136,233 935 - 4,030 

 国・地方公共団体 192,772 106,918 85,854 - -

 個人 218,249 218,249 - - 3,642

 その他 134,437 134,437 - - -

業種別合計 1,396,294 1,191,892 204,141 261  15,610 

 １年以下 303,272 198,145 105,080 46  6,132 

 １年超３年以下 118,978 72,162 46,815 - 1,013 

 ３年超５年以下 155,804 125,599 30,160 45 1,017 

 ５年超７年以下 102,252 99,903 2,349 - 1,051 

 ７年超10年以下 107,228 95,265 11,793 169 786 

 10年超及び期限の定めのないもの 608,758 600,815 7,943 - 5,608 

残存期間別合計 1,396,294 1,191,892 204,141 261  15,610 

（注） １．オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除く。 
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定日の翌日から３ヶ月以上延滞しているエクスポ

ージャー、または、引当金勘定勘案前でリスク・ウェイトが150％であるエクスポージャー。 
３．信用リスクに関するエクスポージャーについて、期末残高がその期のリスク・ポジションから大幅に乖離していない

ため、期中平均残高の記載を省略しております。 
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（２） 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中増減額 

【単体】   （単位：百万円）

 期首残高 当期増減額 期末残高 

一般貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 8,491 △ 2,085 6,406 

 平成21 年3 月末 6,406 △ 1,843 4,562 

個別貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 16,193 △ 1,129 15,063 

 平成21 年3 月末 15,063 △ 1,236 13,827 

 
与信に関する引当 （単位：百万円）

 期首残高 当期増減額 期末残高 

一般貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 8,491 △ 2,085 6,406 

 平成21 年3 月末 6,406 △ 1,843 4,562 

個別貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 13,784 △ 548 13,236 

 平成21 年3 月末 13,236 △ 1,689 11,547 

 
（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳） （単位：百万円）

期首残高 当期増減額 期末残高 
 平成20 年

3 月末 

平成21 年

3 月末 

平成20 年

3 月末 

平成21 年

3 月末 

平成20 年 

3 月末 

平成21 年

3 月末 

 国内計 13,784 13,236 △ 548 △ 1,689 13,236 11,547

 国外計 - - - - - -

地域別計 13,784 13,236 △ 548 △ 1,689 13,236 11,547

 製造業 1,299 1,308 8 1,993 1,308 3,301

 農業 31 56 25 △ 16 56 40

 林業 - - - - - -

 漁業 - - - - - -

 鉱業 - 14 14 3 14 17

 建設業 1,323 1,169 △ 153 △ 577 1,169 591

 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - -

 情報通信業 19 9 △ 10 4 9 14

 運輸業 263 641 378 △ 87 641 554

 卸売業 254 253 △ 0 △ 93 253 160

 小売業 2,843 2,974 131 △ 2,351 2,974 622

 金融保険業 125 104 △ 21 87 104 191

 不動産業 2,332 1,586 △ 745 207 1,586 1,794

 各種サービス 2,885 3,594 709 △ 440 3,594 3,154

 地方公共団体 - - - - - -

 個人（住宅・消費・納税資金等） 2,405 1,521 △ 883 △ 418 1,521 1,103

 その他 - - - - - -

業種別計 13,784 13,236 △ 548 △ 1,689 13,236 11,547
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【連結】 （単位：百万円）

 期首残高 当期増減額 期末残高 

一般貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 8,437 △ 979 7,457 

 平成21 年3 月末 7,457 △ 1,499 5,958 

個別貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 17,182 533 17,715 

 平成21 年3 月末 17,715 △ 1,209 16,506 

 
与信に関する引当 （単位：百万円）

 期首残高 当期増加額 期末残高 

一般貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 8,437 △ 979 7,457 

 平成21 年3 月末 7,457 △ 1,499 5,958 

個別貸倒引当金    

 平成20 年3 月末 15,176 870 16,047 

 平成21 年3 月末 16,047 △1,808 14,239 

 
（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳） （単位：百万円）

期首残高 当期増減額 期末残高 
 平成20 年

3 月末 

平成21 年

3 月末 

平成20 年

3 月末 

平成21 年

3 月末 

平成20 年 

3 月末 

平成21 年

3 月末 

 国内計 15,176 16,047 870 △ 1,808 16,047 14,239

 国外計 - - - - - -

地域別計 15,176 16,047 870 △ 1,808 16,047 14,239

 製造業 1,347 1,345 △ 1 2,028 1,345 3,373

 農業 31 56 25 △ 16 56 40

 林業 - - - - - -

 漁業 - - - - - -

 鉱業 - 19 19 △ 0 19 18

 建設業 1,324 1,175 △ 149 △ 577 1,175 598

 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - -

 情報通信業 19 9 △ 10 4 9 14

 運輸業 267 648 380 △ 82 648 565

 卸売業 261 261 - △ 74 261 186

 小売業 2,843 2,974 131 △ 2,347 2,974 626

 金融保険業 125 104 △ 21 87 104 191

 不動産業 2,332 1,587 △ 745 207 1,587 1,795

 各種サービス 3,049 3,876 826 △ 461 3,876 3,415

 地方公共団体 - - - - - -

 個人（住宅・消費・納税資金等） 3,571 3,987 415 △ 575 3,987 3,412

 その他 - - - - - -

業種別計 15,176 16,047 870 △ 1,808 16,047 14,239
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（３） 業種別又は取引相手別の貸出金償却の額 
【単体】 （単位：百万円）  【連結】 （単位：百万円）

貸出金償却 貸出金償却 

 
平成20 年 

3 月末 

平成21 年

3 月末  
平成20 年 

3 月末 

平成21 年

3 月末 

 製造業 91 210 製造業 91 210

 農業 3 6 農業 3 6

 林業 - - 林業 - -

 漁業 - - 漁業 - -

 鉱業 4 - 鉱業 4 -

 建設業 277 297 建設業 277 297

 電気・ガス・熱供給・水道業 - - 電気・ガス・熱供給・水道業 - -

 情報通信業 - - 情報通信業 - -

 運輸業 1 100 運輸業 1 100

 卸売業 13 77 卸売業 13 77

 小売業 108 219 小売業 108 219

 金融保険業 - - 金融保険業 - -

 不動産業 129 221 不動産業 129 221

 各種サービス 231 221 各種サービス 231 221

 地方公共団体 - - 地方公共団体 - -

 個人（住宅・消費・納税資金等） 61 47 個人（住宅・消費・納税資金等） 83 115

 その他 - - その他 - -

業種別計 922 1,403  業種別計 944 1,471

 
（４） リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー 

【単体】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し 

０％ - 275,065 - 279,151 

１０％ - 108,634 - 108,506 

２０％ 12,799 299,188 25,509 242,172 

３５％ - 84,290 - 71,091 

５０％ 17,179 3,014 37,549 10,631 

７５％ - 216,389 - 222,809 

１００％ 5,645 382,040 13,075 377,662 

１５０％ - 2,546 - 1,875 

３５０％ - - - - 

自己資本控除 - - - - 

合 計 35,624 1,371,170 76,133 1,313,901 

 
【連結】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し 

０％ - 275,065 - 279,655 

１０％ - 108,634 - 108,506 

２０％ 12,799 301,286 25,509 245,907 

３５％ - 84,290 - 71,091 

５０％ 17,179 3,014 37,549 10,631 

７５％ - 216,389 - 222,809 

１００％ 5,645 382,710 13,075 377,730 

１５０％ - 4,617 - 3,828 

３５０％ - - - - 

自己資本控除 - - - - 

合 計 35,624 1,376,008 76,133 1,320,161 
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（５） 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 
【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）
 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20年3月末 平成21年3月末

適格金融資産担保合計 87,875 41,190  適格金融資産担保合計 87,875 41,190 

 自行預金 17,545 10,214   自行預金 17,545 10,214 

 適格債券 65,000 30,000   適格債券 65,000 30,000 

 適格株式 5,330 976   適格株式 5,330 976 

適格保証 30,554 32,170  適格保証 30,554 32,170 

 
４． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 
（１） 与信相当額の算出に用いる方式 

先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額はカレント・エクス

ポージャー方式にて算出しております。 
 
（２） グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る）の合計 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20年3月末 平成21年3月末

グロス再構築コストの額

の合計額 
390 3  

グロス再構築コストの額

の合計額 
390 3 

 
（３） 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

種類および取引の区分 平成20年3月末 平成21年3月末  種類および取引の区分 平成20年3月末 平成21年3月末

派生商品取引 390 262  派生商品取引 390 262 

 
外国為替関連取引

及び金関連取引 
185 47   

外国為替関連取引

及び金関連取引 
185 47 

 金利関連取引 205 214   金利関連取引 205 214 

クレジット・デリバティブ - -  クレジット・デリバティブ - - 

合計 390 262  合計 390 262 

（注）１．原契約期間が14日以内の外国為替関連取引の与信相当額は上記金額から除いております。 

２．投資信託に含まれている派生商品等は、上記金額から除いております。 

 
（４） 信用リスク削減手法に用いた担保の種類及び金額 

該当ありません。 
 
（５） 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

種類および取引の区分 平成20年3月末 平成21年3月末  種類および取引の区分 平成20年3月末 平成21年3月末

派生商品取引 390 262  派生商品取引 390 262 

 
外国為替関連取引

及び金関連取引 
185 47   

外国為替関連取引

及び金関連取引 
185 47 

 金利関連取引 205 214   金利関連取引 205 214 

クレジット・デリバティブ - -  クレジット・デリバティブ - - 

合計 390 262  合計 390 262 

（注）１．原契約期間が14日以内の外国為替関連取引の与信相当額は上記金額から除いております。 

２．投資信託に含まれている派生商品等は、上記金額から除いております。 

 
（６） 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本をクレジット・デリバティブの種類別、か

つ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額 
該当ありません。 

 
（７） 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額 

該当ありません。 
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５． 証券化エクスポージャーに関する事項 
（１） 銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する次に掲げる事項 

① 原資産の合計額、資産譲渡型証券化取引に係る原資産及び合成型証券化取引に係る原資産の額ならびにこれ

らの主な原資産の種類別の内訳 
【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末  平成20年3月末 平成21年3月末

住宅ローン債権 62,462 56,254 住宅ローン債権 62,462 56,254 

合計 62,462 56,254 リース債権 1,096 320 

   合計 63,558 56,575 

 
② 原資産を構成するエクスポージャーのうち、三月以上延滞エクスポージャー等の額 

【単体】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 

 三月以上延滞 

エクスポージャー 
当期損失 

三月以上延滞 

エクスポージャー 
当期損失 

住宅ローン債権 76 100 148 3 

合計 76 100 148 3 

 
【連結】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 

 三月以上延滞 

エクスポージャー 
当期損失 

三月以上延滞 

エクスポージャー 
当期損失 

住宅ローン債権 76 100 148 3 

リース債権 1 0 - 77 

合計 77 100 148 81 

 
③ 保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末  平成20年3月末 平成21年3月末

住宅ローン債権 24,067 24,067 住宅ローン債権 24,067 24,067 

合計 24,067 24,067 リース債権 449 171 

   合計 24,516 24,239 

 
④ 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額 

【単体】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本 

０％ - - - - 

２０％ - - - - 

５０％ - - - - 

１００％ - - - - 

５０％～１００％ 24,067 1,775 24,067 1,652 

自己資本控除 - - - - 

合 計 24,067 1,775 24,067 1,652 
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【連結】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本 

０％ - - - - 

２０％ - - - - 

５０％ - - - - 

１００％ 449 17 171 12 

５０％～１００％ 24,067 1,775 24,067 1,652 

自己資本控除 - - - - 

合 計 24,516 1,793 24,239 1,665 

（注）上記証券化エクスポージャーについては、告示附則第十五条（証券化エクスポージャーに関する経過措置）を適用してい

るため、上記証券化エクスポージャーの原資産に対して新告示を適用した場合の信用リスク・アセットの額と旧告示を

適用した場合の信用リスク・アセットの額のうちいずれか大きいほうを上限として信用リスク・アセットを計算したう

えで、所要自己資本の額を算出しております。 
⑤ 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額及び原資産の種類別の内訳 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末  平成20年3月末 平成21年3月末

住宅ローン債権 3,287 2,839  住宅ローン債権 3,287 2,839 

合計 3,287 2,839  リース債権 - - 

    合計 3,287 2,839 

 

⑥ 告示第２４７条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内

訳 

該当ありません 

 

⑦ 早期償還条項付の証券化エクスポージャーについて 

該当ありません 

 

⑧ 当期に証券化を行ったエクスポージャーの概略 

該当ありません。 

 

⑨ 証券化取引に伴い当期中に認識した売却損益の額及び主な原資産の種類別の内訳 
該当ありません。 

 
⑩ 当行がオリジネーターとして保有する証券化取引の信用リスク・アセットの額 

（告示附則第１５条の適用により算出される証券化エクスポージャーに関する経過措置の適用により算出さ

れるリスク・アセット額） 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20年3月末 平成21年3月末

信用リスク・ 

アセットの額 
44,398 41,322 

信用リスク・ 

アセットの額 
44,848 41,643 

 

（２） 銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項 

① 保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 

【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20 年3 月末 平成21 年3 月末

住宅ローン債権 1,352 892  住宅ローン債権 1,352 892 

合計 1,352 892  合計 1,352 892 
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② 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額 
【単体】 （単位：百万円）

平成20 年3 月末 平成21 年3 月末 
 

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本 

０％ - - - - 

２０％ 1,352 10 892 7 

５０％ - - - - 

１００％ - - - - 

自己資本控除 - - - - 

合計 1,352 10 892 7 

 
【連結】 （単位：百万円）

平成20 年3 月末 平成21 年3 月末 
 

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本 

０％ - - - - 

２０％ 1,352 10 892 7 

５０％ - - - - 

１００％ - - - - 

自己資本控除 - - - - 

合計 1,352 10 892 7 

 
③ 告示第２４７条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内

訳 
該当ありません。 
 

④ 告示附則第１５条の適用により算出される信用リスク・アセットの額 

当行が投資家として保有する証券化取引の信用リスク・アセット額〔告示附則第十五条（証券化エク

スポージャーに関する経過措置）の適用により算出されるリスク・アセット額〕 
【単体】 （単位：百万円） 【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末  平成20年3月末 平成21年3月末

信用リスク・ 

アセットの額 
270 178 

信用リスク・ 

アセットの額 
270 178 

 
６． 銀行勘定における出資又は株式等エクスポージャーに関する事項 
（１） 貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計上額 

○ 出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 
【単体】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

計上額 時価額 計上額 時価額 

上場している出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額 11,143  7,668  

上記に該当しない出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額 1,359  2,503  

合計 12,503 12,503 10,172 10,172 

 
【連結】 （単位：百万円）

平成20年3月末 平成21年3月末 
 

計上額 時価額 計上額 時価額 

上場している出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額 11,143  7,668  

上記に該当しない出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額 1,359  2,503  

合計 12,503 12,503 10,172 10,172 
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○ 子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等 

 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末 

子会社・子法人 608 608 

関連法人等 - - 

合計 608 608 

 
（２） 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 

銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャー 
【単体】 （単位：百万円）  【連結】 （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20年3月末 平成21年3月末

売却損益額 411 545  売却損益額 411 545

償却額 168 1,236  償却額 168 1,236

 
（３） 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 

【単体】  （単位：百万円）  【連結】  （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末   平成20年3月末 平成21年3月末

評価損益額 △ 164 △ 2,388  売却損益額 △ 164 △ 2,388

 

（４） 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 
【単体】 （単位：百万円）

平成20 年3 月末 平成21 年3 月末 
保有目的 

償却原価 時価 評価損益 償却原価 時価 評価損益 

満期保有 - - - - - - 

子会社株式又は関連会社株式 608 608 - 608 608 - 

その他目的 1,359 1,359 - 9,564 9,564 - 

 
【連結】 （単位：百万円）

平成20 年3 月末 平成21 年3 月末 
保有目的 

償却原価 時価 評価損益 償却原価 時価 評価損益 

満期保有 - - - - - - 

子会社株式又は関連会社株式 - - - - - - 

その他目的 1,359 1,359 - 9,564 9,564 - 

 
７． 銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した金利ショックに対する経済価値の増減額 

  （単位：百万円）

 平成20年3月末 平成21年3月末 

金利ショックに対する経済的価値の増減額 

（ＶａＲ:信頼水準99％、保有期間60日、観測期間1年） 
△ 4,538 △ 8,780 

 


